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要 約
日本の象牙市場は、他の多くの国々が象牙取引の脅威か

らゾウを保護するために自国の市場を次 と々閉鎖する中、合
法的な取引に開放された世界最大の市場となっている。こ
の報告書では、国際社会と歩調を合わせ、象牙市場閉鎖の
ための緊急の行動を起こさなければならない最も重要な5
つの理由について検討する。

1. 日本の合法的象牙市場は、象牙の違法輸出に対して極
めて脆弱である。

• 象牙業者に対する普及啓発効果に期待する、日本政府
の誤った楽観主義

• 日本による象牙の違法輸出に対する取締りは「平均以
下のお粗末さ」

2. 繰り返される違法な国内象牙取引が厳しく処罰されて
いない。

• 違法な国内象牙取引の常態化

• 法定刑厳格化にもかかわらず、検察官は一貫して厳格
な処罰を回避

3. 法の抜け穴を利用する虚偽登録が蔓延しているにもか
かわらず、政府が登録を促進したため、出所不明の象牙
が合法化され、在庫され続けている。

• 適切な証明もなしに、条約適用前の時期に取得された
ものとして登録を受けた全形牙が、年間2,300本に迫る
ペースで、合法市場に流入

• 虚偽登録を容易に許す法の抜け穴を見咎めた警察の
提言をも無視して、政府は登録の促進を継続

4. 全形牙のみを登録対象とする法の抜け穴に付
け込んで、全形牙に対する将来の規制強化を
無力化しようとする象牙業者の対策が進行中し
ている。

• 全形牙分割の急増は、登録不要のカット・ピー
スの形態で原材料象牙を在庫することにより、
全形牙に対する将来の規制強化を無力化しよう
とする、業者の戦略を示唆

• カット・ピース在庫の24.8トンもの増加は、全形
牙に対する規制強化を逃れるための対策がな
されていることをいっそう強く示唆

5. 日本の象牙需要および市場は、近い将来、拡大
するおそれがある。

• 象牙印章の製造量および小売店の在庫量の
急増が示す需要拡大の兆候

• 中国および香港の象牙市場が、近い将来、日本
へ移転するおそれ

日本による象牙取引管理は、効果的でないにとど
まらず、象牙業界を利するものでさえある。日本政府
は、市場閉鎖の最終決断とその実施計画の立案を、
これ以上遅らせてはならない。
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1.  日本の合法的象牙市場は、象牙の違法輸出に対して極めて脆弱である
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象牙が、東京から香港へ密輸出されようとした事件を報じるTVニュース

中国人が、日本の大手象牙業者から象牙を買い入れていたことを報じる
TVニュース

ある100年以上続く象牙印取扱店は、顧客が購入した商品を海外へ持ち出す意
図であることを知りながら、次のように述べて象牙印を売ろうとした。
「うちは一応全部登録してあるので、許可証があるので、多分それは問題ない
と思います。」「ワシントン条約I類なんで。でも、うちは登録してあって、許
可番号が、このようにシールが付くんです。大丈夫だと思うんです。」「それ
はハンコなので、装飾品を持って帰るわけじゃなくて、それがアウトになるこ
とはまずないですよ。小っちゃいもので、でかいものではないし。」

2017年11月28日午後11時45分、東京港に停泊して
いたコンテナ船に戻ろうとする中国人船員が逮捕され
た。所持していた紙袋とリュックには、約1センチ四方、
長さ約10センチに分割された、印章へ加工する途中の
象牙605本（重さ約7キロ、約31万円相当）が入ってい
た⁴。同年12月11日には、船員に象牙を渡した別の中国
人が、そして2018年1月31日には、その者に象牙印材
を売り渡した日本の象牙製造会社役員が相次いで逮捕
されるに至った⁵。この会社役員は、経済産業省と象牙業
界のパイプ役を務める「日本象牙美術工芸組合連合
会」の「青年部長」であり⁶、事件は象牙組合の暗部を示
唆することともなった。しかし、これは、頻発する日本から
中国への象牙密輸出の氷山の一角に過ぎない。ワシン
トン条約のプログラムであるゾウ取引情報システム
（ETIS）のデータによれば、2011年から2016年の間に、
148件の日本からの象牙の違法輸出が記録され、うち
113件（総重量約2.3トン）は中国への輸出であった⁷。
そして、このような密輸出は依然として続いている⁸。
一方、日本政府は、2017年11月、「関係団体に対して

象牙の輸出入禁止に関する通知文書を送付し、主要空
港等においては、ポスター等により一般旅行者に対する

この結果は、日本政府による度重なる周知等が、印章小
売業者の4分の1に無視され、3分の1には届いていない
ことを意味する。海外への持ち出しを意図する顧客への
合法的な象牙販売に関し、象牙業者が十分啓発されて
いるなどと考えることは、誤った楽観主義という他ない。

では、日本で購入された象牙を海外へ持ち出そうとす
る行為は、水際でどれほど効果的に防止されているのだ
ろうか。既に述べた日本から中国への象牙の密輸出
113件のうち、106件（全体の94％）は中国で押収され
た事件だった。日本で輸出の差止めに成功したのは7
件（全体の6%）に過ぎない¹⁴。そのため、類似の取引傾
向を持つ国々をグループ化して行った最新のETISによ
る分析¹⁵でも、日本の法執行（水際での取締り）努力は、
「グループの平均を下回るお粗末な実績」と批判されて
いる。上記の東京港の事件のように、象牙の違法輸出が
摘発されることはまれなのである。

周知」を行っていたが⁹、上記の象牙密輸出事件がマス
コミによって全国的に報道されたことは、特に象牙取扱
事業者にとって、海外への象牙の持出しに関する一層
の警告となった。さらに、2018年3月、政府は、同様の通
知を再度行うとともに¹⁰、「絶滅のおそれのある野生動
植物の種の保存に関する法律」（以下「種の保存法」と
いう。）の改正内容に関する説明会を全国の10会場で
開催し¹¹、そこでも象牙の海外への持ち出し防止につい
て周知を行った¹²。

ところが、EIAおよびJTEFが2018年3月末から5月
にかけて3大都市圏の印章店317店舗を対象に実施し
た調査¹³では、象牙印の取扱いが確認された303の印
章店のうち、象牙印を海外へのおみやげにしたいという
顧客に対し、そのような海外持出しは違法と知りながら、
これを販売しようとした店が全体の24%（73/303）、それ
が違法であることすら知らずに販売しようとした店が全
体の34％（102/303）に達した（図1）。
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図1　象牙取扱印章店の、海外への持ち出しを前提とした
顧客への象牙印販売に関する対応
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とどまることのない、日本から中国
への違法な商業目的の輸出

����年�月��日、中華人民共和国税関総署が、象
牙押収の実績について発表を行った。最近の事例
の一つとして紹介されたのが、大阪からウルムチ（中
国新麗ウイグル自治区の首府）への密輸出事件で
ある。 この件にかかわった犯罪グループは、日本に
滞在する販売代行を通じ、インターネット・オークショ
ンで象牙を買付け、税関を欺くため、内容を偽った
り、合法的に送ることのできる物の中に隠して、国際
郵便で送らせていた。これらの者による象牙買取り
のネットワークは、��の省の��の都市に張り巡らさ
れていたこともわかった。ウルムチ税関がこの件で
押収した象牙製品の重量は、��.���� kgであった。

Source: “Special toy turned out to be ivory- investigations against online ivory 
smuggling”, Legal Daily Newspaper on April 17, 2019
http://www.legaldaily.com.cn/index_article/content/2019-04/17/content_7833218.htm
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2. 繰り返される違法な国内象牙取引が厳しく処罰されていない
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事件 1 (2014) 不明1本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し (東京) 朝日新聞28/02/2014

事件 2 (2016) 不明2本の無登録全形牙の販売目的広告 (大阪) 時事通信06/06/2016、産経WEST06/06/2016、
毎日放送ニュース06/06/2016、読売新聞21/07/2016
日本経済新聞16/09/2016、朝日新聞 16/09/2016, 17/09/2016、
時事通信16/09/2016、東京新聞16/09/2016
神奈川新聞17/09/2016、時事通信01/03/2017、NNNニュース16/09/2016

静岡新聞24/11/2016、中日新聞25/11/2016、毎日新聞26/11/2016、
中日新聞28/12/2016 
朝日新聞20/06/2017、東京新聞20/06/2017、産経新聞20/06/2017、
日経新聞20/06/2017、共同通信20/06/2017

京生保第120号（2018年）、時事通信16/02/2018、
京都新聞16/02/2018, 30/03/2018、産経新聞17/02/2018

福警生経第1938号（2018年）、朝日新聞12/11/2018、
西日本新聞13/11/2018
福警生経第1938号（2018年）、朝日新聞12/11/2018、
西日本新聞13/11/2018
Life Investigation Agencyウェブサイト　
http://blog.livedoor.jp/liablog/archives/1920886.html

大生環大529号、共同通信26/12/2018、産経新聞26/12/2018、朝日新聞
26/12/2018、毎日新聞26/12/2018

岐生環第406号（2017年）、岐生環第55号（2018年）、岐生環第192号（2018年）、
岐生環第228号（2018年）、岐阜新聞22/05/2018、共同通信18/07/2018

産経新聞24/08/2017, 30/08、北海道新聞25/08/2017、毎日新聞25/08/2017、
日経新聞25/08/2017　
NNNニュース（日テレNEWS24）25/08/2017、産経新聞30/08/2017

宮本環第417号、宮本環第508号・福生環第70号・山生環第114号・岩
生環第200号、宮本環第622号・福生環第90号・山生環第145号・岩生
環第248号、宮本環第664号・福生環第103号・山生環第153号・岩生環
第266号、河北新報21/09/2018, 10/10/2018, 11/10/2018、毎日新聞
11/10/2018, 13/11/2018、読売新聞10/10/2018, 11/10/2018、共同通
信31/10/2018

朝日新聞24/10/2016、日本経済新聞24/10/2016, 02/03/2017、
共同通信24/10/2016、時事通信24/10/2016、産経ニュース24/10/2016

事件 3 (2016) 不明

不明

1本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し (東京) 

事件 4 (2016) 不起訴
不起訴

不起訴

不起訴

不起訴

1本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し (神奈川) 
事件 5 (2016) 2本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し・販売目的広告 (東京)

事件 6 (2016) 略式命令による罰金
（一部の被疑者）

略式命令による罰金
（一部の被疑者）

略式命令による罰金
（一部の被疑者）

5本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し (静岡)

事件 7 (2017) 18本の無登録全形牙の引取り・引渡し (東京)

事件 8 (2017) 9本の無登録全形牙の引取り・引渡し (東京)

事件 9 (2017)

事件 10 (2018)

事件 11 (2018)

事件 12 (2018)
事件 13 (2018)
事件 14 (2018)

事件 15 (2018)

事件 16 (2018)

事件 17 (2018)

事件 18 (2018)

1本の無登録全形牙の譲渡し・譲受け・販売目的広告 (鳥取) 鳥生環発第258号、BSS山陰放送02/11/2017

1本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し (京都)

1本の無登録全形牙の譲受け・譲渡し (岐阜)

不明
不明
不明

不明

不明

不明

1本の無登録全形牙の販売目的広告 (岐阜) 岐生環第381号（2018年）

？本の無登録全形牙の販売目的広告 (福岡) 西日本新聞13/11/2018

1本の無登録全形牙の販売目的広告 (福岡)

1本の無登録全形牙の販売目的広告 (福岡)

3本の無登録全形牙の譲受け・1本の無登録全形牙の販売目的広告
・無届特定国際種事業営業(埼玉)

3本の無登録全形牙の譲受け・1本の登録象牙の登録票無
添付譲受け・9本の全形牙の虚偽登録 (宮城)

無登録特別国際種事業者による1点の象牙製品の販売目的陳列・
引渡し (大阪)

日本における象牙の国内取引管理は、種の保存法に
基づいて行われている。全形を保持した牙を、登録を受
けずに、譲渡し・譲受け等すること¹⁶、販売目的で陳列・
広告すること¹⁷、偽りその他不正の手段により登録を受
けることは禁止されている¹⁸。また、分割された象牙や象
牙製品の譲渡し等を業として行う者が、事業登録を受け
ずに、それらの譲渡し・譲受け等をすること¹⁹、販売目
的で陳列・広告すること²⁰、偽りその他不正の手段によ
り事業登録を受けること²¹も許されない。これらの禁止
に違反した者は刑事罰に処される²²。日本政府は、2013
年と2018年に施行した法定刑の厳格化によって、違反
行為が抑止されることを期待してきた²³。
そこで、最初の罰則強化が施行された2013年7月2日

以降に実行され、2018年末までに送検された、象牙に
関する種の保存法違反事件（JTEFが確認したもの）を、
表1に示す。

このように、上記期間に送検された象牙に関する種の
保存法違反事件は18件にものぼり²⁴、うち9件は2018
年に送検されている。

これら18件のうち、逮捕者が出たのは1件のみで、他
は書類送検にとどまっている。ほとんど逮捕されないと
いうことは、検察が厳しい処罰を裁判所に求める見通し
を、警察が持てない現実を示唆している。
また、18件中、検察官による処分結果をJTEFが把握

できたものは8件であるが、うち5件については被疑者の
全員が不起訴とされていた。残る3件も一部の被疑者が
略式命令によって低額の罰金の支払いが求められただ
けであった。公判請求された事件はない。処分結果不明
の10件も、ほとんどが他の8件と類似した態様の事件で
あることら、不起訴か、せいぜい略式罰金の処分にとど
まったものと推測される。このように、実際の処罰は、法定
刑の強化にもかかわらず、極めて低いものとなっている。

表１　象牙に関する種の保存法違反事件 （2013/7/2～）
強化された種の保存法の罰則が施行された2013年7月2日以降に実行され、2018年末までに検察官に送致された事件（JTEFによって把握されたもの）。

事件番号隣の弧内の暦年は送検年、違反行為隣の都道府県名は当該事件を管轄する検察庁の所在地を示す。

違反行為 処罰 出典



3. 法の抜け穴を利用する虚偽登録が蔓延しているにもかかわらず、政府が登録を
促進したため、出所不明の象牙が合法化され、在庫され続けている
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出典:
環境省, 2012, 2012年3月16日付トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する回答, 
環境省自然環境局野生生物課,   環境省, 2013, 2013年10月10日付トラ・ゾウ保
護基金・坂元の質問に対する回答, 環境省自然環境局野生生物課
環境省, 2013, 2013年10月28日付トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する回
答, 環境省自然環境局野生生物課,  環境省, 2015, 2015年2月6日付トラ・ゾウ保
護基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課
環境省, 2016, 2016年3月25日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 
環境省自然環境局野生生物課,  環境省, 2016, 2016年3月31日付トラ・ゾウ保護
基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課
環境省, 2018, 2018年10月29日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メー
ル, 環境省自然環境局野生生物課

出典：環境省, 2018, 2018年10月29日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課

*登録された全形牙は、①②の場合を除き、1990年1
月以前に輸入または国内取得されたものとして登録
を受けたものである。①条約による規制が適用される
前に（再）輸出国へ輸入または輸出国内で取得された
もので、規制後に合法的に日本へ輸入された象牙
（2003年：2本, 2005年：2本, 2007年：7 本 ,  2008
年：8本 （計19本））, ②1999年に実施され、同年日本
に輸入された1回限定販売由来の象牙(計5,446本）
および2008年に実施され、2009年に日本に輸入さ
れた同象牙(計3,365本) 

全形を保持した象牙は、あらかじめ登録を受けない限
り、譲渡し等ができない²⁵。登録は、条約の適用前つまり
象牙の国際取引が禁止された1990年1月以前に日本
に輸入され、または日本で取得された（以下「条約適用
前取得」という。）もの、条約適用前に（再）輸出国に輸
入され、または同国内で取得されたもの、または「1回限
定販売」された象牙として1999年と2009年に輸入され
たものであることが証明されたときにのみ受けることが
できる²⁶。図2のとおり、1999年と2009年を除き、登録さ
れたのはほとんどが条約適用前取得の全形牙である。
その量は、2011年に急増し、以来、毎年1,000本、重さで
10トンを大きく超える量が登録されている。それ以来最
高の登録量となったのは2015年の2,157本（約21トン）
であるが、直近の2018年も前半の6か月だけで1,048

本（9.7トン）が登録されている。
2018年の登録が2016、2017年を上回るペースで進ん

でいる理由は、政府による全形牙の登録促進キャンペー
ンにある。このキャンペーンは、2017年8月31日に開始さ
れ²⁷、2019年5月31日に終了する予定とされている²⁸。
その前半1年間（2017年8月31日～ 2018年8月30日）
の状況をみると、図3に示すとおり、特に2018年に入っ
てからハイペースで登録が進み、1,905本の全形牙が登
録されている²⁹。そして、最近の報告によれば、2019年3
月1日までの18か月間には、3,407本が登録されるに
至っている³⁰。これは、年間2,300本に迫るペースであ
る。問題は、これらの象牙が、真実、条約適用前に取得さ
れたものなのかどうかということである。

図 2  全形牙の登録本数・重量（トン）
（1995～2018年6月）

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
Jan-Jun

全形牙の登録本数
 (1995年～ 2018年6月)

全形牙の登録重量（トン）
 (1995年～ 2018年6月)

(本) (トン)

図 3  象牙登録キャンペーン前半1年間（2017年8月31日～2018年8月30日）に
登録された全形牙の本数

合計：1,905本（申請件数計：1,212件）



2%

78%

20%

出典：環境省, 2018, 2018年10月29日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 
環境省自然環境局野生生物課
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登録手続は、環境省の監督のもと、登録機関とされた
自然環境研究センターが行っている³¹。申請者が主張し
ている取得経緯・取得時期を証明させるために、セン
ターでは、通関書類等、原則として公的機関の発行した
書類の提出を求めている³²。ただし、それが現存しない
場合は、申請者の取得経緯・取得時期を知っている第
三者が、そのことを記載した書類（以下「第三者証明書」
という。）で代用できる運用である³³。しかし、そもそも第
三者証明書などというものは、およそ取得時期の客観的
な証明にならない。なぜなら、そこに記載されるのは過去
の個人的な経験であり、それが真実か虚偽か、登録機
関は確かめようがないからである。この問題は、遅くとも
20 年近く前からセンターと国にも認識されていた³⁴。とこ
ろが、上記の登録促進キャンペーン期間前半に登録され
た1,905 本の全形牙は、そのすべてが第三者証明書に
よって登録されたものであり、公的機関の発行した書類
が提出されたケースはゼロであった³⁵。
さらに、この「第三者」とはどのような者かを見ると（図4）、

問題がさらに根深いことが判明する。

登録促進キャンペーン前半1年間に登録された1,905本
の登録申請書（1,212件）に添付された第三者証明書の作
成者は、登録申請されている象牙の譲渡人だったケース
が申請全体の2％（26 / 1,212件）、申請者の親族だった
ケースが78％（946 / 1,212件）、それ以外の第三者（つま
り申請者の知人）だったケースが20％（240 / 1,212件）で
ある。「親族」及び「それ以外の第三者」が証明書を作成
したケースは、併せて98％にのぼった。

このように、政府による全形牙の登録促進は、信用性
のない親族や知人の「一筆」で登録を許すという、手段
を択ばぬやり方によって支えられている。法律上、全形
牙の登録は取引の条件とされているのであるから、政府
は、取得経緯・時期不明の全形牙がロンダリングされて
しまうリスクを黙認して、大量の象牙を合法市場に供給
し続けていることになる。

　現在の登録制度が、ロンダリングを容易にしている
という危惧は、昨年発覚した象牙虚偽登録事件によって
改めて裏付けられることになった。

2018 年 10月、無登録全形牙を譲り受けた容疑で3 人
の男が逮捕され、さらに買い取った象牙 9 本が虚偽登録
されていたことが発覚した。被疑者らは、2016 年 8月か
ら2018 年 1月にわたって、登録申請者と知人の役割を
分担し、「30 年前に家にあったのを見た」などと記した虚
偽の第三者証明を作成し、9 本の象牙を登録、登録申請
者の母親を装って記載したものもあった³⁶。報道では、

「種の保存法に基づく象牙の登録制度は、取得時期や
経緯を明らかにして密輸などの不正取引を防ぐことが目
的だが、今回の事件はそのチェック機能が働いていない
現状を浮き彫りにした」などと指摘されている³⁷。

この事件の捜査に当たった4つの県警は、環境省に対
し、「今回の事案については、その管理制度の間隙を突
いて敢行されたものであることから、手口分析の上、違
反情報について情報提供を行い、国際的にも認められ
る象牙の管理制度の構築について提言」を行った³⁸。所
管官庁が、法律の施行に不備があるからそれを正せと
警察から提言されるなど、まさに異例の事態である。提
言を行った県警は、今回の警察の行動について「世界
各国から非難されない、より強固な日本における象牙の
取引制度の確立の必要性について、所管官庁の対応に
一石を投じるものとなったものである」と述べている³⁹。し
かし、環境省は、このような提言を受けてもなお第三者
証明書を受理し続け、登録促進キャンペーンの推進を止
めようとしなかった⁴⁰。

その後、環境省は、2019 年 7月1日以降の全形牙登録
にあたって、放射性同位炭素による年代測定を求めるこ

とにより、登録審査の厳格化を実施する旨発表するが⁴¹、
このとき既に、大いに疑問のある審査によって3,407 本も
の全形牙が登録され、市場に供給されてしまっていた。
実際のところ、この措置は、2017 年の時点で想定されて
いたことであり⁴²、規制強化前に全形牙登録を加速する
ことが狙いとされていた。当然ながら、7月1日時点で登
録済みの全形牙（約 160トン⁴³）に関して年代測定が求
められることはない。

3. 法の抜け穴を利用する虚偽登録が蔓延しているにもかかわらず、政府が登録を
促進したため、出所不明の象牙が合法化され、在庫され続けている ( 続 )

抜け穴だらけの象牙登録手続のもとで、象牙所有者に登録を呼びかける
ために環境省が配布するポスター

図4  象牙登録キャンペーン前半１年間(2017年8月31日~2018年8月30日)
に登録された象牙について、取得時期を確認するために登録機関が
受理した、第三者証明書を作成した者の内訳

象牙の譲渡人

親族

親族以外の
第三者

本数：1,905本
登録申請件数：1,212件



9© JTEF

登録手続は、環境省の監督のもと、登録機関とされた
自然環境研究センターが行っている³¹。申請者が主張し
ている取得経緯・取得時期を証明させるために、セン
ターでは、通関書類等、原則として公的機関の発行した
書類の提出を求めている³²。ただし、それが現存しない
場合は、申請者の取得経緯・取得時期を知っている第
三者が、そのことを記載した書類（以下「第三者証明書」
という。）で代用できる運用である³³。しかし、そもそも第
三者証明書などというものは、およそ取得時期の客観的
な証明にならない。なぜなら、そこに記載されるのは過去
の個人的な経験であり、それが真実か虚偽か、登録機
関は確かめようがないからである。この問題は、遅くとも
20 年近く前からセンターと国にも認識されていた³⁴。とこ
ろが、上記の登録促進キャンペーン期間前半に登録され
た1,905 本の全形牙は、そのすべてが第三者証明書に
よって登録されたものであり、公的機関の発行した書類
が提出されたケースはゼロであった³⁵。
さらに、この「第三者」とはどのような者かを見ると（図4）、

問題がさらに根深いことが判明する。

登録促進キャンペーン前半1年間に登録された1,905本
の登録申請書（1,212件）に添付された第三者証明書の作
成者は、登録申請されている象牙の譲渡人だったケース
が申請全体の2％（26 / 1,212件）、申請者の親族だった
ケースが78％（946 / 1,212件）、それ以外の第三者（つま
り申請者の知人）だったケースが20％（240 / 1,212件）で
ある。「親族」及び「それ以外の第三者」が証明書を作成
したケースは、併せて98％にのぼった。

このように、政府による全形牙の登録促進は、信用性
のない親族や知人の「一筆」で登録を許すという、手段
を択ばぬやり方によって支えられている。法律上、全形
牙の登録は取引の条件とされているのであるから、政府
は、取得経緯・時期不明の全形牙がロンダリングされて
しまうリスクを黙認して、大量の象牙を合法市場に供給
し続けていることになる。

現在の登録制度が、ロンダリングを容易にしているとい
う危惧は、昨年発覚した象牙虚偽登録事件によって改
めて裏付けられることになった。

2018 年 10月、無登録全形牙を譲り受けた容疑で3 人
の男が逮捕され、さらに買い取った象牙 9 本が虚偽登録
されていたことが発覚した。被疑者らは、2016 年 8月か
ら2018 年 1月にわたって、登録申請者と知人の役割を
分担し、「30 年前に家にあったのを見た」などと記した虚
偽の第三者証明を作成し、9 本の象牙を登録、登録申請
者の母親を装って記載したものもあった³⁶。報道では、

「種の保存法に基づく象牙の登録制度は、取得時期や
経緯を明らかにして密輸などの不正取引を防ぐことが目
的だが、今回の事件はそのチェック機能が働いていない
現状を浮き彫りにした」などと指摘されている³⁷。

この事件の捜査に当たった4つの県警は、環境省に対
し、「今回の事案については、その管理制度の間隙を突
いて敢行されたものであることから、手口分析の上、違
反情報について情報提供を行い、国際的にも認められ
る象牙の管理制度の構築について提言」を行った³⁸。所
管官庁が、法律の施行に不備があるからそれを正せと
警察から提言されるなど、まさに異例の事態である。提
言を行った県警は、今回の警察の行動について「世界
各国から非難されない、より強固な日本における象牙の
取引制度の確立の必要性について、所管官庁の対応に
一石を投じるものとなったものである」と述べている³⁹。し
かし、環境省は、このような提言を受けてもなお第三者
証明書を受理し続け、登録促進キャンペーンの推進を止
めようとしなかった⁴⁰。

その後、環境省は、2019 年 7月1日以降の全形牙登録
にあたって、放射性同位炭素による年代測定を求めるこ

とにより、登録審査の厳格化を実施する旨発表するが⁴¹、
このとき既に、大いに疑問のある審査によって3,407 本も
の全形牙が登録され、市場に供給されてしまっていた。
実際のところ、この措置は、2017 年の時点で想定されて
いたことであり⁴²、規制強化前に全形牙登録を加速する
ことが狙いとされていた。当然ながら、7月1日時点で登
録済みの全形牙（約 160トン⁴³）に関して年代測定が求
められることはない。

2017年に東京で押収された象牙（イメージ）

4つの県警が警察庁へ提出した報告書



出典:
　環境省, 2012, 2012年3月16日付トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する回答, 環境省自然環境局野生生物課,   環境省, 2013, 2013年10月10日付トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する回答, 環境省自然環境局野生生物課
　環境省, 2013, 2013年10月28日付トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する回答, 環境省自然環境局野生生物課,  環境省, 2015, 2015年2月6日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課
　環境省, 2016, 2016年3月25日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課,  環境省, 2016, 2016年3月31日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課
　環境省, 2018, 2018年10月29日付トラ・ゾウ保護基金・坂元に対する電子メール, 環境省自然環境局野生生物課
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4. 全形牙のみを登録対象とする法の抜け穴に付け込んで、全形牙に対する
将来の規制強化を無力化しようとする象牙業者の試みが進行している

2018 年に施行された改正種の保存法の目玉のひとつ
が、事業者登録の新規申請・更新に際して、保有する全
形牙のすべてが登録されていることを証明する書類提
出の義務づけである⁴⁴。これは、取得経緯・取得時期が
まったく不明な無登録全形牙を業者の在庫から一掃し、
密輸象牙の隠れ蓑の一つをなくすことを意図した試み
といえる。この全形牙全数登録の最初の期限は2019 年
12月とされている（対象は、2018 年 6月の改正法施行
時以前から象牙取引を行っていた業者の一部）⁴⁵。しか
し、事業者、特に相当量の原材料象牙在庫を保有し、日
本の象牙市場のメイン・プレイヤーとなっている製造業
者は⁴⁶、この規制を骨抜きにする対策を既に講じている
ようである。全形が保持されていない象牙の譲渡し等を
事業として行うためには、事業者登録が必要であるが
⁴⁷、それをしさえすれば、それら象牙を自由に取引するこ
とができる。象牙登録は、全形牙しか対象にしていない
からである⁴⁸。象牙を加工する製造業者らは、この抜け
穴を利用し、全形牙全数登録の期限の前に、全形牙を
分割し、以降はカット・ピースの形態で原材料用象牙を
在庫し、取引し始めている可能性が高い。
この動きを示唆するのが、登録全形牙の分割状況に関

するデータである（図 5）。
登録全形牙の分割は、2016 年に急増、2017 年も同水

準を維持し、2018 年の前半 6か月には、それらの年をは
るかに上回るペースとなっている。その背景には、2011
年以来全形牙が大量に登録されているために製造のた
めの分割を安心して増やすことができたという事情もあ
るが、それだけでは説明がつかない。新規登録のピーク
は2015 年で、翌 2016 年、2017 年と連続して減少してい
る一方（図 2 参照）、分割された全形牙の量は2016 年に
前年の65％増、2017 年も前半の水準となっており、まっ
たく逆の傾向を示しているからである。

2015 年 12月、3か月前の米国と中国による国内象牙
市 場 閉 鎖 の 合 意 公 表 の 余 韻 が 覚 め きら ぬ 中、
Environmental Investigation Agencyが日本の象牙
買取り業者の調査結果を公表⁴⁹、翌 2016 年 1月に開催
されたCITES 常設委員会では、全形牙の登録事務を
行う自然研に対する電話調査の結果⁵⁰を公表した。これ
らは、全形牙の登録制度の深刻な抜け穴と、それが悪用
されていることに甘んじる登録事務の現実を曝露するも
のであったため、環境省は、自然研に対して文書注意⁵¹
を行わざるを得ない状況に追い込まれた。さらに環境省

は、6月、種の保存法改正に関する検討会を設置する⁵²。
このように、2016 年は、全形牙の登録制度の見直しが近
い将来訪れることを予感させる年となっていた。全形牙
を分割して、それに対する規制のくびきから解き放たれ
ようという動きが 2016 年に急増した理由は、ここにある
と考えられる。

製造業者が原材料用象牙の在庫・取引を、カット・ピー
スの形態で行いつつあることは、カット・ピースの在庫の
変化（図 6）を見ると一層明らかとなる。
カット・ピース在庫は、2002 年以降はゆるやかに減

少し、2 度目の 1 回限定販売象牙が輸入された翌年で
ある2010 年には再び増加したが、2012 年から2016 年
にかけては大きく減少していた。ところが、2017 年 3 月
末の在庫量は、前年のプラス24.8トンとなり、急激な増
加を見せた⁵³。

事業者のカット・ピース在庫の増加要因には、保有す
る登録／無登録全形牙の分割および非事業者からの
カット・ピースの譲受けがある。これら3つの要因のうち、
分割された登録全形牙の量については図 5に示したと
おりである。24.8トンのカット・ピース増に寄与した登録
全形牙の具体的な重量は特定できないが（その集計時

期は6月30日および 12月31日であり、カット・ピース在
庫に関する3月31日と一致していないため。）、2016 年
の 1 年 間に分 割された全 形 牙 は 13.5トン、2017 年 は
13.6トンに過ぎない⁵⁴。このことから、カット・ピース在庫
量の増加には、登録全形牙分割の急増に加え、無登録
全形牙の分割や非事業者からのカット・ピース譲受け
が寄与していると考えられる。

図 5  分割されたために「登録票」が返納された全形牙の本数・重量（トン） 
(1995～2018年6月)

「登録票」が返納された全形牙の重量（トン） 
(1995年～ 2018年6月)
「登録票」が返納された全形牙の重量（トン） 
(1995年～ 2018年6月)
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出典：
　経済産業省, 2002, 坂元の質問に対する2002年9月13日付回答, 経済産業省製造産業局紙業生活文化用品課
　経済産業省, 2004, 坂元の質問に対する2004年11月30日付回答, 経済産業省製造産業局紙業生活文化用品課
　経済産業省, 2007, 坂元の質問に対する2007年1月31日付回答, 経済産業省製造産業局紙業生活文化用品課
　経済産業省, 2012, トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する2012年2月21日付回答, 経済産業省製造産業局紙業服飾品課
　経済産業省, 2012, トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する2012年5月18日付回答, 経済産業省製造産業局紙業服飾品課
　経済産業省, 2015, トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する2015年2月13日付回答, 経済産業省製造産業局紙業服飾品課
　経済産業省, 2015, トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する2015年6月19日付回答, 経済産業省製造産業局紙業服飾品課
　経済産業省, 2016, トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する2016年7月7日付回答, 経済産業省製造産業局生活製品課
　経済産業省, 2018, トラ・ゾウ保護基金・坂元の質問に対する2018年11月29日付回答, 経済産業省製造産業局生活製品課

(ton)

カット・ピース在庫の重量 (トン)（1995年～2018年6月）カット・ピース在庫の重量 (トン)（1995年～2018年6月）
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2018 年に施行された改正種の保存法の目玉のひとつ
が、事業者登録の新規申請・更新に際して、保有する全
形牙のすべてが登録されていることを証明する書類提
出の義務づけである⁴⁴。これは、取得経緯・取得時期が
まったく不明な無登録全形牙を業者の在庫から一掃し、
密輸象牙の隠れ蓑の一つをなくすことを意図した試み
といえる。この全形牙全数登録の最初の期限は2019 年
12月とされている（対象は、2018 年 6月の改正法施行
時以前から象牙取引を行っていた業者の一部）⁴⁵。しか
し、事業者、特に相当量の原材料象牙在庫を保有し、日
本の象牙市場のメイン・プレイヤーとなっている製造業
者は⁴⁶、この規制を骨抜きにする対策を既に講じている
ようである。全形が保持されていない象牙の譲渡し等を
事業として行うためには、事業者登録が必要であるが
⁴⁷、それをしさえすれば、それら象牙を自由に取引するこ
とができる。象牙登録は、全形牙しか対象にしていない
からである⁴⁸。象牙を加工する製造業者らは、この抜け
穴を利用し、全形牙全数登録の期限の前に、全形牙を
分割し、以降はカット・ピースの形態で原材料用象牙を
在庫し、取引し始めている可能性が高い。
この動きを示唆するのが、登録全形牙の分割状況に関

するデータである（図 5）。
登録全形牙の分割は、2016 年に急増、2017 年も同水

準を維持し、2018 年の前半 6か月には、それらの年をは
るかに上回るペースとなっている。その背景には、2011
年以来全形牙が大量に登録されているために製造のた
めの分割を安心して増やすことができたという事情もあ
るが、それだけでは説明がつかない。新規登録のピーク
は2015 年で、翌 2016 年、2017 年と連続して減少してい
る一方（図 2 参照）、分割された全形牙の量は2016 年に
前年の65％増、2017 年も前半の水準となっており、まっ
たく逆の傾向を示しているからである。

2015 年 12月、3か月前の米国と中国による国内象牙
市 場 閉 鎖 の 合 意 公 表 の 余 韻 が 覚 め きら ぬ 中、
Environmental Investigation Agencyが日本の象牙
買取り業者の調査結果を公表⁴⁹、翌 2016 年 1月に開催
されたCITES 常設委員会では、全形牙の登録事務を
行う自然研に対する電話調査の結果⁵⁰を公表した。これ
らは、全形牙の登録制度の深刻な抜け穴と、それが悪用
されていることに甘んじる登録事務の現実を曝露するも
のであったため、環境省は、自然研に対して文書注意⁵¹
を行わざるを得ない状況に追い込まれた。さらに環境省

は、6月、種の保存法改正に関する検討会を設置する⁵²。
このように、2016 年は、全形牙の登録制度の見直しが近
い将来訪れることを予感させる年となっていた。全形牙
を分割して、それに対する規制のくびきから解き放たれ
ようという動きが 2016 年に急増した理由は、ここにある
と考えられる。

製造業者が原材料用象牙の在庫・取引を、カット・ピー
スの形態で行いつつあることは、カット・ピースの在庫の
変化（図 6）を見ると一層明らかとなる。
カット・ピース在庫は、2002 年以降はゆるやかに減

少し、2 度目の 1 回限定販売象牙が輸入された翌年で
ある2010 年には再び増加したが、2012 年から2016 年
にかけては大きく減少していた。ところが、2017 年 3 月
末の在庫量は、前年のプラス24.8トンとなり、急激な増
加を見せた⁵³。

事業者のカット・ピース在庫の増加要因には、保有す
る登録／無登録全形牙の分割および非事業者からの
カット・ピースの譲受けがある。これら3つの要因のうち、
分割された登録全形牙の量については図 5に示したと
おりである。24.8トンのカット・ピース増に寄与した登録
全形牙の具体的な重量は特定できないが（その集計時

期は6月30日および 12月31日であり、カット・ピース在
庫に関する3月31日と一致していないため。）、2016 年
の 1 年 間に分 割された全 形 牙 は 13.5トン、2017 年 は
13.6トンに過ぎない⁵⁴。このことから、カット・ピース在庫
量の増加には、登録全形牙分割の急増に加え、無登録
全形牙の分割や非事業者からのカット・ピース譲受け
が寄与していると考えられる。

図 5  分割されたために「登録票」が返納された全形牙の本数・重量（トン） 
(1995～2018年6月)

図 6  カット・ピース在庫の重量 (トン)　
（1995～2017年）

(トン)



図７   象牙印章在庫の本数 (1995～2017年)
製造業者

図８   象牙印章在庫の本数 (1995～2017年)
卸売業者

象牙印章在庫の本数 (1995～2017年)
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5. 日本の象牙需要および市場は、近い将来、拡大するおそれがある
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日本の象牙市場においては、原材料
用象牙の80％が印章に加工されてい
る⁵⁵。すなわち、分割される全形牙、印
章製造に適したサイズのカット・ピース
の大部分は、印章に加工されているこ
とになる。この象牙印章在庫の変化を、
製造業者、卸売業者、小売業者別に、
図7から9に示した。
2007年以降は、製造業者在庫が漸

増、卸売業者在庫は安定、小売業者在
庫は漸減と、あまり変化がなかった。と
ころが、近年この傾向に変化が生じ
た。製造業者在庫は、2016年に急増し
はじめ、2017年 に は、前 年 の37万
4000本から46万5000本へと24％増

しとなった。小売業者の2017年在庫量
も、2017年に急増し、約24万4000本
から30万 6000本へと25%増となっ
た。これに対し、卸売業者の2017年在
庫は前年の7％減である。
このことから、製造業者は象牙印章

の製造を急拡大しており、小売業者
は、卸売業者の在庫が減少するほど
積極的に、象牙印を買い込んでいるこ
とがわかる。小売業者は、将来確かに
売れるものだと確信しなければ高価な
商材を積極的に仕入れることはないか
ら、日本の象牙市場では現在、象牙印
に対する消費需要が刺激されつつあ
るといえよう。

日本における象牙印需要の堅調さの背景にあるのは、
印鑑登録という法制度である。この仕組みを持っている
のは、統治・併合時代に日本から導入した台湾、韓国以
外にはなく、印章の発祥地である中国はサイン社会であ
る⁵⁶。極東に向けて発送された象牙印が押収されるケー
スは少なくなく⁵⁷、その直接の仕向け先として、中国など
日本以外の国があげられることも多い⁵⁸。しかし、押収を
免れたものが、最終的な消費地として日本に向った可能
性を否定することはできない⁵⁹。
しかも、CoP18で審議される「頻繁に違法取引が行わ

れる種の国内市場」の議案書は、象牙の国内取引管理
について、「国内取引禁止（市場閉鎖）は、他国、とりわ
け禁止国と隣り合う国に市場を移転させる効果を持つ」
と指摘する⁶⁰。地理的な近接性、歴史的な象牙市場間の
結びつき、そして近年の中国および台湾の市場閉鎖の

動きを考えれば、近い将来、中国等の象牙市場における
需要が日本へ移転する、というシナリオが現実のものと
なるおそれがある。日本に関係する象牙のサプライチェー
ンにみられる顕著な変化、例えば2018年にナイジェリア
の違法な象牙市場への日本人バイヤーの出現⁶¹等には、
慎重な監視の目を向ける必要がある。

象牙印章在庫の本数 (1995～2017年)
卸売業者
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日本の象牙市場においては、原材料
用象牙の80％が印章に加工されてい
る⁵⁵。すなわち、分割される全形牙、印
章製造に適したサイズのカット・ピース
の大部分は、印章に加工されているこ
とになる。この象牙印章在庫の変化を、
製造業者、卸売業者、小売業者別に、
図7から9に示した。
2007年以降は、製造業者在庫が漸

増、卸売業者在庫は安定、小売業者在
庫は漸減と、あまり変化がなかった。と
ころが、近年この傾向に変化が生じ
た。製造業者在庫は、2016年に急増し
はじめ、2017年 に は、前 年 の37万
4000本から46万5000本へと24％増

しとなった。小売業者の2017年在庫量
も、2017年に急増し、約24万4000本
から30万 6000本へと25%増となっ
た。これに対し、卸売業者の2017年在
庫は前年の7％減である。
このことから、製造業者は象牙印章

の製造を急拡大しており、小売業者
は、卸売業者の在庫が減少するほど
積極的に、象牙印を買い込んでいるこ
とがわかる。小売業者は、将来確かに
売れるものだと確信しなければ高価な
商材を積極的に仕入れることはないか
ら、日本の象牙市場では現在、象牙印
に対する消費需要が刺激されつつあ
るといえよう。

日本における象牙印需要の堅調さの背景にあるのは、
印鑑登録という法制度である。この仕組みを持っている
のは、統治・併合時代に日本から導入した台湾、韓国以
外にはなく、印章の発祥地である中国はサイン社会であ
る⁵⁶。極東に向けて発送された象牙印が押収されるケー
スは少なくなく⁵⁷、その直接の仕向け先として、中国など
日本以外の国があげられることも多い⁵⁸。しかし、押収を
免れたものが、最終的な消費地として日本に向った可能
性を否定することはできない⁵⁹。
しかも、CoP18で審議される「頻繁に違法取引が行わ

れる種の国内市場」の議案書は、象牙の国内取引管理
について、「国内取引禁止（市場閉鎖）は、他国、とりわ
け禁止国と隣り合う国に市場を移転させる効果を持
つ」と指摘する⁶⁰。地理的な近接性、歴史的な象牙市
場間の結びつき、近年の中国、香港の市場閉鎖の

動きを考えれば、近い将来、中国等の象牙市場における
需要が日本へ移転する、というシナリオが現実のものと
なるおそれがある。日本に関係する象牙のサプライチェー
ンにみられる顕著な変化、例えば2018年にナイジェリア
の違法な象牙市場への日本人バイヤーの出現⁶¹等には、
慎重な監視の目を向ける必要がある。

2019年に店頭で「象牙緊急入荷」の広告を打つ印章店が見られる。

象牙印章在庫の本数 (1995～2017年)
小売業者
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結 論
日本政府は、2019年7月1日以降の全形牙登録申請にお

いて、象牙取得時期の証明として放射性同位炭素による年
代測定の結果を提出させると発表した。しかし、この措置は、
同日までに既に登録された全形牙には必要とされない。さら
に重要なことは、様々な象牙製品を、これまでどおりに製造さ
せ、合法的に販売させ続ける方針に変更はないことである。
日本の象牙市場には、全形牙の登録審査を強化するまで

の2年間に政府が実行した登録促進キャンペーンの成果も
あって、（取得経緯・時期の確かさに疑念がある）160トン以
上の合法全形牙が既に在庫されている。加えて、70トンの合
法カット・ピース、把握されていない個人所有の無登録全形
牙およびカット・ピースも存在している。これらは、利用しや
すい違法象牙の「隠れ蓑」として、また違法輸出の供給源と
して、引き続き機能するだろう。
加えて、象牙業者らは、原材料象牙をカット・ピースの形態

で在庫することにより、全形牙に対する規制強化を無力化
する対策を既にとっている。
日本は、これ以上市場の閉鎖を先延ばしにしてはならな

い。アフリカ32か国から成るアフリカゾウ連合の呼びかけに
応じ、今こそ緊急に市場閉鎖を行うという確固たる意思を表
明し、その実行のための計画を示すべきである。

提 言
締約国に対して：
日本を含む、合法的な商業取引が行われる国内象牙市

場を有する締約国に対して、迅速な市場閉鎖を求め、さら
に同決議の適切な監視および遵守を確保するための決定
案の採択を勧告する、CoP18議案書69.5を支持すること。

日本政府に対して：
条約決議10.10を遵守すべく、真に「狭い例外」と呼ぶに

値するものを厳選し、それを除くすべての象牙の国内取引
を禁止する旨宣言すること、そのために必要な措置と、緊
急性が考慮された短期的工程とを含んだ具体的なロード
マップを策定すること。
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